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Ⅰ はじめに
簿記検定試験の受験者の数が近頃, 減少してきたという｡ 平成７年頃をピークにして年々,
減少し, 歯止めがかからないともいわれている｡ 受験者が減少している背景を考えてみる
と, 先ず, 受験者人口の減少が挙げられる｡ 平成７年頃に受験者が多いということは, 第
二次ベビーブームの世代が高校生の年代である｡ 第一次ベビーブームの世代もそうであっ
たように, 第二次ベビーブームの世代も, 他人と比べて自分が求職をするのに有利な資格
をもたなければならないという意識が強かったと思われる｡
第一次ベビーブームの世代では, 大学進学率はさほど高くはなかったので, 手に職をと
いった風潮があり, 各種の資格試験が隆盛をきわめていた｡ 取り分け, 小学生世代には,
珠算が人気を博していたようである｡ 算盤塾は, 小学生から大人まで検定試験合格のため
の場であった｡ 現在では, 算盤は計算機に計算の機会を奪われて, その地位を失ってしまっ
た｡ 数年前には, ある団体主催による珠算検定試験制度も廃止されと聞いている｡
第一次ベビーブームの世代が高校生になると, 特に商業高校生は, 簿記資格を取得する
ような商業教育が施されていた｡ 当時の商業高校の卒業生は, 簿記３級, 珠算３級の資格
を卒業時前までに取得することが条件であった｡ 当然, 簿記検定を見据えての教育および
学習である｡ 簿記検定によって簿記全体を十分に理解できたかどうか判定するのには問題
がある｡ しかし, 検定に合格するということは, 簿記検定試験に出題された内容を理解で
きているという証明になる｡ 社会の公的な機関による証明である｡ 検定簿記が簿記教育そ
のものを左右するのはこの仕組みによる｡ したがって, 出題される問題は, 簿記教育の根
幹に係るものでなければならない｡ 簿記検定試験がもつ社会的な意義である｡ この点は,
その他の資格検定試験にも同様のことがいえる｡
現在, なぜ資格試験が流行らなくなったのであろうか｡ もちろん, 公認会計士や税理士
など高度な簿記会計資格試験に挑戦し, 資格取得を希望する人々は一定数存在する｡ しか
し, 入門, 初級, 中級程度の社会常識レベルの簿記検定試験が頭打ち, あるいは衰退化し
ている｡ 一つの原因として考えられるのは, コンピュータ用の会計処理ソフトが大量に流
通し, これまでのような簿記学習を必要としなくなったことが挙げられる｡ いくつかの団
体が主催する簿記検定試験が受験者数を減少するなかで, 新たに設けられた ｢コンピュー
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タ会計能力試験｣ は年々, その受験者数を増加させている｡ コンピュータ会計だからといっ
て簿記知識を必要としない訳ではない｡ しかし, 従来型の簿記教育とは異なる基盤の上に
コンピュータ会計能力試験は成り立っているので, 昔型の簿記検定試験は必要とされない｡
簿記検定試験への受験者数が減少したから, またコンピュータ会計試験に人々の新たな
関心が示されたからなどいう理由で, 簿記検定試験の存在意義を下げてしまってはいけな
い｡ 簿記は, 企業における必須の記録システムである｡ この簿記会計記録が会社法, 法人
税法, 金融商品取引法などの法律のもとでその役割を十分に果たしている｡ 簿記知識がな
ければ社会が円滑に動いていかない｡
以上の現状の中で, 現在の簿記検定試験が簿記教育をどのような形で指導していけるの
かという課題を検討するものである｡(１)
Ⅱ 簿記能力検定試験問題の出題範囲
簿記検定試験は, いくつかの組織団体により主催され, 実施されている｡ いずれも各級
を定め, それぞれの出題範囲を決めている｡ ここでは, 社団法人・全国経理教育協会主催
による ｢簿記能力検定試験｣ を中心に考察していくことにする｡
同協会による簿記検定試験は, 上級, １級, ２級, ３級および４級の五つの級に区分さ
れ, 実施されている｡ 試験問題の内容については, 次の基準によることが明記されてい
る｡(２)
上級簿記は, ｢商業簿記, 会計学, 工業簿記および原価計算について高度な知識を有し,
併せて複雑な実務処理能力を有する｣ と判定できる者を合格とする｡ 上級簿記は, 大学卒
業程度の商業簿記, 会計学, 工業簿記ならびに原価計算を修得していることが求められて
いる｡ したがって, 会計諸基準についてもかなりな程度の理解が必要とされている｡ 公認
会計士試験や税理士試験に臨むための基礎能力を判定する尺度としての位置づけもある｡
上級は, 各科目の得点が100点満点での40点以上で, 全４科目の合計得点が400点満点での
280点以上で合格となる｡
１級簿記は, ｢商企業および工企業における経理責任者として必要な商業簿記および工
業簿記に関する知識を有し, かつ高度な実務処理ができる｣ と判定できる者を合格とする｡
１級簿記は, 商業簿記と工業簿記の二つの業種簿記の理解が求められている｡ １級商業簿
記は, 上級簿記への前提となるやや高度な簿記水準を想定している｡ また, １級工業簿記
は, 高校卒業程度の工業簿記知識を修得しているかの内容になっている｡ また, １級工業
簿記には, 初歩的な原価計算が含まれている｡ 100点を満点とし, 70点以上の得点で合格
となる｡
２級簿記は, ｢個人企業および法人企業の経理担当者または経理事務員として必要な商
業簿記に関する知識を有し, かつ実務処理ができる｣ と判定できる者を合格とする｡ ２級
簿記は, 個人企業だけでなく法人企業の経理に通用する簿記が考えられている｡ 具体的に
は, 株式会社の簿記についての理解が求められている｡ 100点を満点とし, 70点以上の得
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 全国経理教育協会 『検定試験の手引き (平成22年度版)』 p.14.
点で合格となる｡
３級簿記は, 個人企業における経理担当者または経理補助者として必要な商業簿記に関
する知識を有し, かつ簡易な実務処理ができる｣ と判定できる者を合格とする｡ 具体的に
は, 小規模な経営を営む八百屋, 薬屋, 雑貨店などの小規模小売店の経理ができる程度の
簿記が想定されている｡ 100点を満点とし, 70点以上の得点で合格となる｡
４級簿記は, ｢商業簿記の基礎的な知識を有し, かつ初歩的な実務処理ができる｣ と判
定できる者を合格とする｡ 複式簿記の原理を理解できていること, 限られた勘定科目のな
かでの仕訳ができることがその内容になる｡ 100点を満点とし, 70点以上の得点で合格と
なる｡
上級を除いて各級簿記は, 100点を満点として70点の得点で合格となる｡ それに対して,
上級簿記は, ４科目で400点を満点として280点の得点で合格となる｡ ただし, 上級簿記に
は, 最低条件が付いていて, 各科目の得点が40点 (40％) 以上の得点が必要である｡ なお,
上級簿記の合格者に対しては, 税理士試験への受験資格が与えられる特典が付いている｡
Ⅲ 全経１級工業簿記の勘定科目
全国経理教育協会主催・１級工業簿記の出題範囲は, 次のように定められている｡(３)
１ 工業簿記の基礎
２ 工業簿記の構造
３ 原価
４ 原価計算
５ 材料費の計算と記帳
６ 労務費の計算と記帳
７ 経費の計算と記帳
８ 製造間接費の計算と記帳
９ 部門費の計算と記帳
10 個別原価計算と記帳
11 総合原価計算と記帳
12 標準原価計算と記帳
13 直接原価計算と記帳
(14 経営管理のための原価計算：上級工業簿記原価計算の範囲)
15 製品の受払と販売費及び一般管理費の記帳
16 工場会計の独立
17 原価差異の会計処理
18 原価計算基準
また, １級工業簿記で使用する標準的な勘定科目として, 次の科目を例示している｡
(１) 製造原価に関する勘定
材料, 素材, 原料, 買入部品, 工場消耗品, 賃金給料, 賃金, 経費, 外注加工賃, 特許
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権使用料, 設計費, 厚生費, 電力料, ガス代, 水道料, 減価償却費, 修繕費, 租税公課,
不動産賃借料, 保険料, 棚卸減耗費, 仕損費, 雑費, 製造 (仕掛品), ○組製造 (○組仕
掛品), 第○工程製造 (第○工程仕掛品), 仕掛直接材料費, 仕掛直接労務費, 仕掛製造間
接費, 製造間接費, 第○製造部門費, ○補助部門費, 組間接費, 製品, ○組製品, ○級製
品, 半製品, 第○工程半製品, 副産物, 作業くず, 仕損品, 原価差異, 材料消費価格差異,
数量差異, 賃率差異, 作業時間差異, 製造間接費配賦差異, 製造部門費配賦差異, 予算差
異, 能率差異, 操業度差異
材料勘定の使用も可とし, 材料が物理的な変化により製品への価値転化をする素材であ
るのか, あるいは化学的な変化をすることにより製品への価値転化をはかる原料であるの
かの区別も念頭に置いた勘定設定が考えられている｡ また, 外注加工の原価は, 外注加工
賃勘定であり, 外注加工費勘定ではない｡ したがって, 外注加工の条件は, 純粋の意味で
は外注委託先の賃金 (労務費) だけを外注加工の原価とする内容になっていると理解でき
る｡(４)
製造原価の集計勘定には, 従来からの製造勘定を原則としている｡ このところの工業簿
記の教科書および参考書では, 仕掛品勘定を使用して説明しているものが多い｡ 受験生か
らすると製造勘定についての理解がなされていないことも考えられるので, 仕掛品勘定を
前面に出した方が望ましいと考えられる｡ 特に, 工業簿記では, 勘定科目が貸借対照表お
よび損益計算書の科目と一致した方が, 財務諸表の作成には理解し易い｡(５)
仕掛直接材料費勘定, 仕掛直接労務費勘定および仕掛製造間接費勘定の使用を認めてい
ることから, 原価を費目別に区分してそれぞれの勘定で使用する記帳方法も考慮されてい
ることが分かる｡ 特に, これらの諸勘定は, 標準原価計算制度において, 各原価差異を把
握し, 表示する際には適切な勘定である｡
また, 標準原価計算制度において, 製造間接費の差異分析では, 予算差異, 能率差異お
よび操業度差異の諸勘定により, 三分法での差異分析の適用が考えられていると判断でき
る｡ したがって, 厳密にいうと, 二分法による管理可能差異と (操業度差異) への分析,
四分法による (予算差異), (操業度差異), 変動費能率差異および固定費能率差異への分
析をその範囲に含むのか否かの疑問も生ずる｡
(２) 資産勘定
現金, 当座預金, 普通預金, 定期預金, 別段預金, 受取手形, 売掛金, 有価証券, 未収
金, 貸付金, 建物, 構築物, 機械装置, 車両運搬具, 備品, 土地
製造原価に関する勘定に含まれる資産勘定に, 材料勘定 (素材, 原料, 買入部品, 工場
消耗品), 仕掛品勘定 (○組仕掛品, 第○工程仕掛品), 製品勘定 (○組製品, ○級製品),
半製品 (第○工程半製品), 副産物, 作業くず, 仕損品が設けられているので, 資産勘定
としてはこれらの科目が含まれることになる｡ 連産品計算で利用される連産品勘定が指定
されていないので, 製造原価に関する勘定に含めておいたほうが望ましいと判断する｡ し
かし, 標準的な勘定科目の例示となっている点からすれば, これにこだわることもない｡
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 新川正子 『建設外注費の理論』 森山書店 2006年 182-183頁｡
 佐藤正雄 『現代原価会計論』 多賀出版 2001年 37-38頁｡
(３) 負債勘定
支払手形, 買掛金, 借入金, 未払金, 未払賃金給料, 未払賃金, 未払法人税等, 預り金,
賞与引当金, 修繕引当金, 退職給付引当金
負債勘定に未払賃金給料勘定 (あるいは未払賃金勘定) が指定されているので, 賃金給
料については未払賃金給料の存在が常に発生すると考え, 初めから負債勘定として未払賃
金給料勘定 (あるいは未払賃金勘定) として勘定科目を設けることが念頭に置かれた勘定
科目の指定となっている｡
(４) 純資産勘定
資本金, 株式払込剰余金, 資本金減少差益, 合併差益, 利益準備金, 新築積立金, 事業
拡張積立金, 別途積立金, 繰越利益剰余金
(５) 収益勘定
売上, 半製品売上, 副産物売上, 作業くず売上, 受取利息, 受取配当金, 雑益, 雑収入,
貸倒引当金戻入, 固定資産売却益, 償却債権取立益
(６) 費用勘定
売上原価, 半製品売上原価, 副産物売上原価, 営業費, 給料, 広告宣伝費, 発送費, 貸
倒引当金繰入, 貸倒損失, 賞与引当金繰入, 退職給付費用, 修繕引当金繰入, 研究開発費,
製品評価損, 支払利息, 手形売却損, 雑損, 固定資産売却損
(７) その他の勘定
現金過不足, 当座, 貸倒引当金, ○○減価償却累計額, 本社, 工場, 法人税等, 月次損
益, 年次損益
本社勘定と工場勘定は, 工場会計の独立に係った取引を仕訳するための勘定科目であり,
工業簿記における特徴ある勘定である｡ また, 月次損益勘定の存在は, 原価計算が１か月
を計算期間とすることから, 月次決算を実施するための集計勘定として設けられた勘定で
あり, 同勘定の差額は年次損益勘定に振り替えられる｡
Ⅳ 全経１級工業簿記の出題構成
全経１級工業簿記は, ７月, 11月, ２月の年３回施行されており, 制限時間は１時間
30分である｡ 全経１級工業簿記は, その出題範囲の中で毎回, ４問題から構成されている｡
第１問 原価計算基準の理解に関する穴埋め問題 (16点)
第２問 製造業の原価に係る各種の仕訳問題 (24点)
第３問 原価計算および諸勘定に関する各種の計算問題 (16点)
第４問 原価計算表の作成および諸勘定の記録に係る大問題 (44点)
このところ, 配点は, 上記に示したような割合が定着している｡ これからも判断できる
ように, 第４問の大問題を確実に回答すれば, 合格水準に容易に到達することができる｡
また, 逆からいうと, 第４問は十分に理解する必要があることがいえる｡
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(１) 原価計算基準の理解に関する穴埋め問題
原価計算基準 (昭和37年11月８日 大蔵省企業会計審議会中間報告) に関する広い範囲
での理解が求められている｡ 各分野について, 毎回, ３基準について次のように出題され
ている｡ なお, 回数は, 簿記能力検定試験の施行された回数を示している｡
原価計算基準の設定について (150回, 158回, 166回)
第一章 原価計算の目的と原価計算の一般的基準
一 原価計算の目的 (104回, 115回)
二 原価計算制度
原価計算制度の意義 (123回, 136回, 141回, 146回, 154回)
実際原価計算制度と標準原価計算制度
① 実際原価計算制度 (100回, 109回, 113回, 132回, 143回, 149回, 156回)
② 標準原価計算制度 (134回, 145回, 153回, 159回)
三 原価の本質 (155回, 164回)
四 原価の諸概念
 実際原価と標準原価
実際原価 (100回, 129回, 135回, 142回, 147回, 152回, 165回)
標準原価
 製品原価と期間原価 (107回, 112回, 125回, 130回, 136回, 141回, 146回,
151回, 158回, 162回)
 全部原価と部分原価 (126回)
五 非原価項目
第二章 実際原価の計算
七 実際原価の計算手続 (133回, 138回, 144回, 148回, 157回)
第一節 製造原価要素の分類手続
 形態別分類 (117回, 133回, 157回)
 機能別分類
 製品との関連における分類 (117回, 123回, 138回, 139回, 150回, 159回)
 操業度との関連による分類 (111回)
 原価の管理可能性に基づく分類
第二節 原価の費目別計算
九 原価の費目別計算 (114回, 126回, 131回, 139回, 147回, 155回)
一〇 費目別計算における原価要素の分類
一一 材料費計算 (120回, 132回, 138回, 151回, 162回)
一二 労務費計算 (120回, 124回, 130回, 139回, 154回, 164回)
一三 経費計算
一四 費目別計算における予定価格等の適用
第三節 原価の部門別計算
一五 原価の部門別計算 (102回, 114回, 116回, 128回, 137回, 141回, 146回, 153
回, 163回)
一六 原価部門の設定 (116回, 122回, 128回, 135回, 151回, 159回)
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 製造部門
 補助部門 (128回, 134回, 140回, 145回, 149回, 156回)
一七 部門個別費と部門共通費 (99回, 108回, 116回, 131回, 143回, 152回, 160回)
一八 部門別計算の手続
第四節 原価の製品別計算
一九 原価の製品別計算および原価単位 (102回, 114回, 129回, 134回, 142回, 152
回, 161回)
二〇 製品別計算の形態
二一 単純総合原価計算 (118回, 150回)
二二 等級別総合原価計算 (110回, 118回, 125回, 127回, 137回, 142回, 147回,
149回, 158回, 161回)
二三 組別総合原価計算 (112回, 124回, 127回, 132回, 144回, 154回, 161回)
二四 総合原価計算における完成品総合原価と期末仕掛品原価
二五 工程別総合原価計算 (105回, 127回, 133回, 140回, 148回, 156回)
二六 加工費工程別総合原価計算
二七 仕損および減損の処理
二八 副産物等の処理と評価 (103回, 110回, 125回, 131回, 140回, 144回, 155回,
162回)
二九 連産品の計算 (103回, 110回, 126回, 130回, 138回, 143回, 148回, 157回)
三〇 総合原価計算における直接原価計算
三一 個別原価計算 (118回, 129回, 135回, 145回, 153回, 163回, 164回)
三二 直接費の賦課
三三 間接費の配賦
三四 加工費の配賦
三五 仕損費の計算とおよび処理
三六 作業くず
三七 販売費および一般管理費要素の分類基準
三八 販売費および一般管理費の計算
三九 技術研究費
四〇 標準原価の計算
四一 標準原価の算定
四二 標準原価の改訂
四三 標準原価の指示
四四 原価差異の算定および分析
四五 実際原価計算制度における原価差異
四六 標準原価計算制度における原価差異
四七 原価差異の会計処理
原価計算基準に関しての出題で大きな特徴は, 基本的には実際原価計算制度を中心に出
題されている点である｡ 標準原価計算制度に関連する内容については, 原価計算制度の範
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囲内での最も基本的な事項に限られている｡ また, 基準の後段部分の販売費および一般管
理費の計算, 技術研究費の内容についても全く問われたことがない｡ 広告宣伝費や研究開
発費は, 企業の経営戦略を実行するための重要な費用投資であるので, 問題への出題で受
験生を通して, 社会の基礎知識として啓蒙をはかってもよい内容であると判断する｡ 個別
原価計算において, 直接費の賦課, 間接費の配賦, 加工費の配賦などについては, 計算問
題としては問われているところであるが, 内容を理解しているか否かの出題はこれまでの
ところない｡ 具体的な計算で内容を理解しているのか否かの出題であると思われる｡
各回の出題は, 各分野にわたり満遍なく偏りがなく出題されている｡ 分析結果によると,
第１問の出題は, 第２問, 第３問および第４問との兼ね合いで出題内容が選ばれていると
思われる｡ 例えば, 第４問に工程別総合原価計算が出題されていたとすると, 第３問は個
別原価計算に関する内容で出題し, 第２問はまたその分野から外れる標準原価計算に関す
る内容のものを選んで出題する｡ さらに, 第１問は, これら三つの領域外の分野を埋める
内容の出題で構成されているように判断する｡
したがって, １級工業簿記の出題は, 毎回, １級工業簿記の内容を広く全般的に出題す
るように心がけて作問されているように窺える｡ 毎回, 主たる内容の第４問を中心に, す
べての領域からバランスをもって問題が構成されていることは, 受験生にとって勉強しや
すいものとなる｡ また, 出題箇所だけの偏った勉強に受験生を誘導しないためにもこのよ
うな配慮は今後も必要である｡ 受験生からすると, 多くを学ばなければならない内容が増
えて, 大変であろう｡ しかし, 多くを学んでその知識を何らかの形で社会の中で活用し,
また, 一方ではそれを自己の人間形成に役立たせることになれば, 少しの知識より多くの
知識であった方がより活用の範囲が広がるというものである｡
(２) 製造業の原価に係る各種の仕訳問題
第２問は, 製造原価に係る仕訳が６問, 出題されている｡ 問題は, ｢次の取引の仕訳を
示しなさい｡ ただし, 勘定科目は, 次の中から最も正しいと思われるものを選ぶこと｣ と
いう出題になっている｡ 勘定科目が指定されているので, これ以外の勘定科目を使う余地
がない｡ 特に, この検定問題であるからこれだけしか通用しないといいうような勘定科目
は存在しない｡
指定勘定科目がランダムに配置されている点が気にかかる点である｡ Ａ組仕掛品勘定,
Ａ組製品勘定, Ａ補助部門費勘定とか, また, 第１工程仕掛品勘定, 第１工程半製品勘定,
第１製造部門費勘定などが, 指定科目としてランダムで配置されていると, 徒に労力と時
間を浪費することにもなる｡ 何らかの基準で整理して勘定科目を配置しておく工夫もあっ
ても良いものではないかと考える｡ しかし, 指定勘定科目の数が20個とそれほど多くない
のであまり気にかけることもなさそうである｡ ダミー科目が少ないということでもある｡
第２問の仕訳問題は, 第４問と第３問との間を埋める性格をもっているようであり, こ
れも各領域にわたり広く出題されている｡ 工場会計が本社会計から独立している場合の工
場側の仕訳は, 勘定の点からも内部牽制を行うことを前提としたものであり, 毎回, この
仕訳問題で問われている｡(６)
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 番場嘉一郎 『詳説工業会計 (第二版)』 税務経理協会 1982年 46頁｡
(３) 原価計算および諸勘定に関する各種の計算問題
第３問は, 勘定記入に関連する簡単な計算問題や簡単な各種の計算表に関する内容になっ
ている｡ 各分野についての出題は, 次のようになっている｡
① 原価の構成に係る原価計算 (95回, 100回, 108回)
② 賃金給料勘定の記帳 (90回, 106回, 113回)
③ 製造間接費の配賦額計算
ａ 直接材料費法 (102回, 112回, 122回, 132回, 153回)
ｂ 直接労務費法 (102回, 112回, 161回)
ｃ 直接費法 (125回, 142回, 161回)
ｄ 直接作業時間法 (102回, 112回, 122回, 125回, 132回, 142回, 153回)
④ 指図書別原価計算表の作成
製造間接費の配賦額計算が次の方法による場合
ａ 直接材料費法 (128回, 143回, 159回)
ｂ 直接労務費法 (98回, 105回, 134回, 152回)
ｃ 直接作業時間法 (91回)
⑤ 総合原価計算にもとづく仕掛品勘定への記入
月末仕掛品原価の計算が次の方法による場合
ａ 平均法 (99回, 126回, 139回, 150回)
ｂ 先入先出法 (94回, 115回, 131回, 145回, 158回)
⑥ 等級別総合原価計算に係る問題
ａ 等級別総合原価計算表の作成 (119回)
ｂ 等級別総合原価計算表の作成と仕掛品勘定への記入 (97回, 104回, 140回, 156回)
ｃ 等級別総合原価計算表の作成と１級製品勘定あるいは２級製品勘定への記入 (93
回, 127回, 148回)
⑦ 連産品原価計算に係る問題
ａ 連産品原価計算表の作成 (89回, 116回)
ｂ 連産品原価計算表の作成と仕掛品勘定への記入 (101回, 110回, 124回, 144回,
162回)
ｃ 連産品原価計算表の作成と Ａ製品勘定あるいはＢ製品勘定への記入 (136回,
155回)
⑧ 標準原価計算に係る問題
ａ 標準原価カードにもとづく完成品原価および月末仕掛品原価の計算 (103回, 111回)
ｂ 標準直接材料費に関する問題
 標準原価カードにもとづく標準直接材料費による完成品原価・月末仕掛品原価・
価格差異・数量差異の計算 (114回)
 標準直接材料費データによる仕掛直接材料費勘定への記入 (117回, 135回,
146回, 157回)
ｃ 標準直接労務費に関する問題
 標準原価カードにもとづく標準直接労務費による完成品原価・月末仕掛品原価・
賃率差異・作業時間差異の計算 (107回, 123回, 133回)
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 標準直接労務費データによる仕掛直接労務費勘定への記入 (109回, 141回,
151回, 164回)
ｄ 標準製造間接費に関する問題
標準製造間接費データによる仕掛製造間接費勘定への記入 (120回, 130回, 138
回, 149回, 160回)
⑨ 直接原価計算に係る問題
直接原価計算にもとづく損益計算書の作成 (118回, 121回, 129回, 137回, 147回,
154回, 163回)
⑩ 工場会計に係る問題
ａ 工場勘定, 仕掛品勘定, 製造間接費勘定および材料勘定への記入 (96回)
ｂ 工場勘定, 仕掛品勘定, 製造間接費勘定および賃金給料勘定への記入 (106回)
最近の傾向としては, 単に原価の計算に偏ることなく, 仕掛品勘定および製品勘定との
関連での原価計算の出題が考慮されている｡ 工業簿記は, 仕訳および諸勘定への記入, そ
して財務諸表の作成へと導かれていくものである｡ この点からすると工業簿記特有の範囲
での出題と評価できる｡ 検定試験の変遷の特徴として, 過去の問題より内容が多く, しか
も計算量が多くなっている｡ そのため, 簡単な内容と計算に係る問題は敬遠される傾向が
見られ, 登場する機会を失っている問題も多く見受けられる｡
個別原価計算表の作成, 総合原価計算と仕掛品勘定への記入, 各種の総合原価計算と仕
掛品勘定および製品勘定への記入に関連する問題は, 基本的には多く出題されているとこ
ろに特徴が見られる｡ ただし, その内容および計算量は, かなり増加してきている｡ また,
標準原価計算および直接原価計算に係る問題も定期的に出題されていることが窺える｡ あ
まり重要でない項目を狙って出題することがないので, 受験生としては学び易い出題でも
あると思われる｡
(４) 原価計算表の作成および諸勘定の記録に係る大問題
１級工業簿記の配点からすると, 100点満点中の44点を占める第４問は, この検定試験
の重要項目である｡ 各分野についての出題は, 次のようになっている｡
① 個別原価計算表の作成と諸勘定への記入 (126回, 130回, 136回, 141回, 146回,
150回, 156回, 161回)
② 部門別個別原価計算表・部門費振替表の作成と諸勘定への記入 (127回, 133回,
139回, 144回, 148回, 154回, 158回, 162回)
③ 工程別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入 (123回, 128回, 132回, 137回,
143回, 149回, 153回, 159回, 164回)
④ 組別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入 (122回, 125回, 129回, 134回, 138
回, 142回, 147回, 152回, 157回, 163回)
⑤ 製造原価報告書・損益計算書・貸借対照表・株主資本等計算書の作成 (124回, 131
回, 135回, 140回, 145回, 151回, 155回, 160回)
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これらの原価計算に係る問題が４回から６回の周期で回転して出題されていることが分
析結果から判断できる｡ 年間で３回の検定試験である｡ 平成23年２月の検定試験問題 (工
程別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入) と平成９年７月の検定試験問題 (工程別総
合原価計算表の作成と諸勘定の記入) を比べてみると, 問題量が増加し, 以前の２倍近く
に問題が膨れていることが窺える｡ 学習すべき内容が多くなり, またそれに伴って計算量
も大幅に増加してきている｡
検定試験であるのだから, 一定の水準を維持していればよくて, 受験生はそのレベルに
到達すればそれで合格となる｡ それで良いのではないかと日々思っている｡ しかし, 社会
の情勢が変化し, 以前のままの簿記知識では通用しなくなる｡ このためには, 簿記知識も
進化しなければならない｡ 社会科学であれば, 社会に中で生きている人間が行動するため
の論理をもって知識体系が整備されていなければならない｡ この点からも検定簿記の内容
も進化すべきものであると結論づけができる｡
① 個別原価計算表の作成と諸勘定への記入
個別原価計算制度における指図書別原価計算表の作成にもとづいて, この原価データを
もとに各勘定への記入に関する理解を確かめる問題である｡
製造指図書は, 通例, ＃１, ＃２, ＃３の３個であり, 残り一つがいずれかの製造指図
書の一部に仕損が発生し, 補修指図書を発行する場合である｡ 原価計算基準三五による
｢仕損が補修によって回復でき, 補修のために補修指図書を発行する場合には, 補修指図
書に集計された製造原価を仕損費とする｣ を適用することになるので, 補修作業が終了し
た後に, 補修指図書に集計された原価を集計し, 当該製造指図書に賦課する処理を行うこ
とになる｡
材料の消費高については, 素材は予定価格により, また工場消耗品は棚卸計算法にもと
づいて計算している場合である｡ したがって, 素材の予定価格に実際消費量を乗じた材料
の予定消費価額と, 実際消費価格に実際消費量を乗じた実際消費価額との間に差異を認識
することになる｡ この差異金額が材料消費価格差異である｡ 材料消費価格差異は, 予定価
格が過大であるかあるいは過小であるかの差異として, 貸方差異あるいは借方差異として
現れる｡ また, 素材は継続記録法により帳簿棚卸高が明らかにされるのであるべき在庫が
判明する｡ 月末あるいは期末に実地棚卸をすることにより実地棚卸高を求めることができ
ると, 棚卸減耗費を把握することも可能となる｡ 一方, 工場消耗品については, 月末ある
いは期末に実地棚卸を行うことにより実地棚卸高を確定し, 当月あるいは期間の工場消耗
品の消費高を推定する計算を行うことになる｡ これにより把握された消費額は, 製造間接
費として計上する｡ 消費価格差異と棚卸減耗費の計上に関する基本的であるが, 重要な点
についての理解が求められている｡
労務費の計算において, 直接工は作業内容別の時間把握を行い, 予定消費賃率により賃
金消費高を計算している場合である｡ 直接工の予定賃金消費高は, この予定消費賃率に実
際作業時間を乗じて求めることができる｡ 月末あるいは期末に実際消費賃率が判明し, こ
れに実際作業時間を乗じて実際賃金消費高を求めることができると, 予定賃金消費高とこ
の実際賃金消費高との間に差異が発生していることが分かる｡ この原価差異が賃率差異で
ある｡ 賃率差異も予定賃率が過大であるかあるいは過小であるかにより, 貸方差異あるい
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は借方差異として現れる｡ 間接工については作業内容別の時間把握をしていないために,
支払額をもとに前月未払いと当月未払いを加減して消費高を求めるしかない｡ それにより
求められた間接工の消費賃金高は, 製造間接費勘定に計上する｡ 労務費は, また材料費と
は異なる消費計算が必要となる｡ ここでも予定計算による記帳の仕組みが十分に理解でき
ているのかが問われている｡(７)
製造間接費は, 直接工の作業時間にもとづいて予定配賦する場合である｡ したがって,
年間製造間接費予算額を基準操業度となる年間総直接作業時間で除して直接作業時間あた
りの予定配賦率を求める｡ そして, これに直接工の実際直接作業時間を乗じて指図書ごと
の予定製造間接費を求め, 製造指図書のすべての合計額が製造間接費予定配賦高となる｡
月末あるいは期末に製造間接費実際発生高が判明すると予定配賦高との間に原価差異を認
識することができる｡ この原価差異が製造間接費配賦差異である｡ 製造間接費配賦差異も
予定配賦高が過大であるのか過小であるのかにより, 貸方差異あるいは借方差異として現
れる｡ ここでの製造間接費は, 直接作業時間を基準として配賦する方法によっている｡ 配
賦基準としては, 時間基準の外に金額基準による方法もあり, また, 時間基準といっても
機械作業時間による方法もあるので, それぞれの配賦方法の特質および計算法を理解して
おくことが求められる｡(８)
作業くずの処理も問題の中に含まれている｡ 原価計算基準三六によれば, ｢個別原価計
算において, 作業くずは, これを総合原価計算の場合に準じて評価し, その発生部門から
控除する｡ ただし, 必要ある場合には, これを当該製造指図書の直接材料費又は製造原価
から控除することができる｡｣ とある｡ ここでは, 指図書別原価計算表上で控除する方式
が導かれているので, 作業くずを当該指図書の製造原価から控除する方式に従って処理す
ることになる｡ 作業くずは, 学習上では, 重要な項目としては考えられていないが, この
処理の仕方を誤ると正確な製造原価を計算できないことになるので, 注意を払う必要があ
る｡ 実務上では, 作業くずを資産計上せずに, 売却時に雑収入として計上する処理が多く
採られているが, 正しい処理としては原価計算基準が指示している仕方に従った処理を採
らなければならない｡ 実務の誤りは, 理論としてしっかりと正していくことが肝要である｡
② 部門別個別原価計算表・部門費振替表の作成と諸勘定への記入
個別原価計算制度を採用し, しかも製造間接費については部門別計算を行っている場合
である｡ したがって, 部門費振替表を作成し, 指図書別原価計算表も作成することになる
ので, 単純な個別原価計算に比べると仕訳および転記, それと各原価の計算もその量が増
えることになる｡ 補修作業を必要とする指図書があり, 補修指図書を発行し, 補修を行っ
ているので, 月末の補修作業が終了した時点で当該指図書に補修指図書に集計された仕損
費を直接費として賦課する必要がある｡
部門費振替表については, 先ず間接材料費, 間接労務費および間接経費の部門個別費を
製造部門および補助部門のそれぞれの部門に直課する｡ 製造間接費を各部門に直課するに
は, 各部門に間接費を帰属させるに足る証憑, すなわち跡づけ可能な原価データの作成が
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なされていることが前提となる｡ 次に, 間接材料費, 間接労務費および間接経費で部門共
通費に属する金額は, 合理的な配賦基準を選定し, 各部門へ配賦する手続きが採られる｡
製造間接費が異なる複数の製品間での共通費であるのに, さらに部門共通費は各部門間で
の共通費となる｡ したがって, 部門共通費は, 製品間で共通発生した原価のうちで, さら
に部門間で共通発生した原価という, 根本的に帰属先の曖昧な原価といわざるをえない製
造原価を不明瞭にする原価である｡ 計算では, 配賦基準どおりに計算をすれば数値を求め
ることはできる｡ しかし, 実務上では, この配賦基準の決定に悩む原価でもある｡(９)
部門費振替表においては, 部門個別費および部門共通費の集計により部門費計算の第一
次集計手続きが済む｡ 次に, 補助部門費を各製造部門に配賦する部門費の第二次集計手続
きが必要となる｡ 補助部門は, 製品の製造に直接携わらないので, 製品への原価負担をす
ることの計算ができない｡ そのために, 補助門費を製造部門に集計しなければならない｡
ここに補助部門費の製造部門への配賦基準が必要となる｡ 例えば, 工場事務部門費であれ
ば従業員数を, また修繕部門であれば修繕回数や修繕金額などを配賦基準として選ぶこと
になる｡ これらを集計することにより, 各製造部門費の実際発生額を求めることができ
る｡(10)
一方で, 指図書別原価計算表上で予定配賦された部門費の予定配賦額が計算できるので,
実際額とこの予定配賦額とを比べることにより部門費配賦差異が認識できる｡ 予定配賦額
が過大であれば配賦差異は貸方に, 逆に予定配賦額が過小であれば借方に現れる｡ 配賦差
異は, 本来, 管理に利用するものではないが, その原因を調べ, 次期の予定配賦率の改訂
および実際発生額のムダの発見そしてその排除に役立てることもできるので活用すること
が望まれる｡
部門別個別原価計算における指図書別原価計算表の作成については, 単純な個別原価計
算表に関することと同様な考えと手続きにより作成されることになる｡ ただし, 単純な個
別原価計算の場合での製造間接費の配賦が, ここでは第１製造部門費および第２製造部門
費の配賦手続きとして行われる違いがある｡
③ 工程別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入
工程別総合原価計算においては, 工程原価を工程ごとに集計する非累加法と前工程費が
次工程の材料のように消費されるように転がし計算をしていく累加法とがある｡ ここでは
後者の累加法による計算手続きが採用されている｡ 累加法は, その計算方法そして工程
原価が次々に累積していくので理解はしやすい点はある｡ しかし, 管理の観点からすると
当該工程における浪費や失敗原価が次工程原価に含まれてしまい, 前の浪費や失敗原価を
引き継ぐ形になり, 責任の所在を明らかにすることができないなどの欠点がある方法で
ある｡(11)
工程別総合原価計算は, 総合原価計算の一種であるので, 原価は直接材料費と加工費と
の区分に従って計算される｡ 材料の投入が加工に連れて投入されていく場合には, 加工の
進捗度に応じて消費割合を計算すれば足りる｡ したがって, 直接材料費も加工費も区分す
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ることなく, 工程原価を一括して計算することができる｡ しかし, 直接材料が ｢第１工程
の始点ですべて投入され,｣ となると, 完成品でも月末仕掛品でも評価単位は同一の基準
で計算することになる｡ 問題で出題される場合のほとんどがこの条件に依っているが, 直
接材料の投入時点については注意を払う心掛けは忘れてはならない｡
月末仕掛品の評価法としては, 平均法, 先入先出法がある｡ この外に後入先出法という
評価法も長く存在した｡ しかし, ｢棚卸資産の評価に関する会計基準｣ では削除されるこ
とになり, 総合原価計算上でもこの考えは無くなることとなった｡ 検定試験としては, 今
後, 出題は見合わせるようになっているが, 簿記の学習上では必要であるとの判断の下に
当面は項目を削除しないことになっている｡ いずれは工業簿記の内容から月末仕掛品の評
価方法としての後入先出法は完全にその姿を消す運命にあることは事実である｡ 現に, 多
くの工業簿記および原価計算の文献からは姿を消している｡ 時代の流れを感じさせる一つ
の例といえる｡(12)
最終工程である第２工程の終点において, 副産物が分離される製造形態である｡ 副産物
は, 原価計算基準二八によれば, ｢総合原価計算において, 副産物が生ずる場合には, そ
の価額を算定して, これを主産物の総合原価から控除する｡ 副産物とは, 主産物の製造過
程から必然に派生する物品をいう｣ とある｡ 副産物と聞くと, 清酒醸造業の清酒に対する
酒粕や豆腐製造業の豆腐に対する豆腐殻 (おから) のように主産物に対して金額が小さい
ものというイメージをもってしまう｡ しかし, 原価計算基準には, 副産物が主産物より金
額が小さいとか低いといったような規定は存在していない｡ たまたま, ある事例について,
主産物の単位原価と副産物の単位原価を比較することがあった｡ すると, 副産物の単位原
価の方が主産物の単位原価より高いのに気づいた｡ 先入観念があるから疑問にかられ, 副
産物の簿記会計上の意義を調べてみた｡ 原価計算基準の定義に戻って解釈すると, 主産物
の製造過程から必然に派生する物品であることからすれば, 何も金額の観点で副産物を理
解し, 定義しようとすることは誤りである｡ これを論証するのに役立ったのが, 銅を製造
する過程で僅かではあるが高価な金を抽出できるということであった｡ 一般的な事例から
すると, 特別な事例に属するものであるかもしれないが, 副産物の定義が分かる事例とい
える｡ 先入観念や固定概念は必要なこともあるが, 時として解釈を誤ることになりかねな
いので, 気をつけなければならないものである｡
④ 組別総合原価計算表の作成と諸勘定への記入
組別総合原価計算は, 異種製品を組別に連続生産する生産形態で適用される総合原価計
算である｡ 原価を組直接費と組間接費とに区分して計算するところから個別原価計算に類
似した原価計算形態であるといわれる｡ 原価計算基準でも, ｢個別原価計算に準じ,｣ とい
う文言で組別総合原価計算の手続きを指示している｡
各組ごとの原価計算表においては, 組直接費は各指図書にしたがって賦課し, 組間接費
は適切な配賦基準でもって配賦額を求め, 各指図書に配賦する｡ 個別原価計算の手続きと
何ら変わるところがない｡ しかし, 組別総合原価計算が総合原価計算である所以は, 個別
生産ではなく大量生産である点である｡ そのため, 最終的に求められた各組製品の製造原
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価を完成品の生産数量で除して単位原価を求めることになる｡ ここに至り組別総合原価計
算が総合原価計算の本質を取り戻すところである｡
組別総合原価計算は, グループ別総合原価計算, ロット別計算というような名称で示さ
れることもある｡ 原価計基準が設定された昭和37年の時代には, ｢組｣ という名称で, 組
別総合原価計算という名称でも違和感がなかったと思われる｡ しかし, 最近ではあまり組
という呼称を使用する機会がない｡ その点からすると, 時代を反映した呼称で呼ばれるの
も当然のことでもある｡ これも時代の流れの中で, 専門用語としての固有名詞が変化して
いく事例の一つである｡
⑤ 製造原価報告書・損益計算書・貸借対照表・株主資本等計算書の作成
製造業の財務諸表の特徴は, 製造原価報告書が存在する点である｡ 製造原価報告書は,
一会計期間における材料費, 労務費および経費の消費高を示す計算書である｡ この消費高
が当期製造費用である｡ これに期首仕掛品原価と期末仕掛品原価を加減することにより当
期製品製造原価が求められる｡ 製造業の損益計算書では, この当期製品製造原価が売上原
価の主要な金額となる｡ したがって, 製造原価報告書は, 売上原価の内容を示す明細表の
役割を担っている｡ 有価証券報告書に含まれる製造原価明細書は, 詳細を示さない簡略な
形式で示されている｡
損益計算書, 貸借対照表および株主資本等変動計算書の作成については, 製造業である
からといって, 一般的な財務諸表と何ら変わりはない｡ しかし, これは製造業に限定され
る事柄ではないが, 平成18年５月１日以降に決算日をむかえる企業には, これまでに財務
諸表として存在していなかった株主資本等変動計算書の作成が義務づけられたことがあ
る｡(13)
新しく変わった内容については, いつの時点で出題するのかという時期の問題がある｡
財務諸表の変更後では, 第155回 (平成20年２月) に製造業の財務諸表を作成する問題が
出題されている｡ しかし, 株主資本等変動計算書の作成は課されていない｡ したがって,
損益計算書の末尾の当期純利益の金額と貸借対照表貸方の繰越利益剰余金の金額が一致し
ていないままになっている｡ 株主資本等変動計算書が両者の間に入っていれば, 一連の金
額についての跡づけができるものになっていたはずである｡ 出題のローテーションからす
れば, 財務諸表の作成に係る問題を出題しなければならないということと, 株主資本等変
動計算書の理解が受験生にどの程度浸透しているのかという点を考慮しての決定ではなかっ
たかと判断する｡
第151回 (平成18年11月) にも財務諸表の問題が出題されている｡ これは明らかに変更
前の条件での出題である｡ すなわち, 損益計算書の末尾が当期未処分利益で締められてい
る｡ また, 貸借対照表貸方には当期未処分利益の項目が存在し, 損益計算書の末尾の金額
と一致している｡ 財務諸表の変更後であったが, 株主資本等変動計算書を出題するには
学習の点で広く認知されていない状況を理解しての従来どおりの出題であったかと推定さ
れる｡(14)
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これに対して, 第161回 (平成22年２月) は, 財務諸表の変更後に初めて株主資本等変
動計算書が出題された場合である｡ 変更後, ４年あまりが経過し, 社会一般および受験生
には広く認知されたことによると理解できる｡ しかし, 株主資本等変動計算書の内容は,
繰越利益剰余金の欄に当期純利益だけを記入すればよい程度のいたって簡単な計算書とい
わざるをえないものである｡ しかし, これにより, １級工業簿記に株主資本等変動計算書
の存在が認知され, 以後, この級での出題範囲に含められましたよ, とう明言がなされた
問題であるという意味をもつ問題でもある｡ これも時代の変化に検定簿記が対応していっ
た一事例である｡
Ⅴ 結 び
検定簿記が簿記教育およびその学習に対してどのような役割を担っているのかについて
の疑問があった｡ それが資格試験であるために, このための教育者と学習者すなわち受験
生は, この対策勉強でもって簿記教育を考え, そして学習する｡ よくいえば検定簿記が簿
記教育およびその学習を指導している｡ 悪くいうと検定簿記が簿記教育およびその学習を
振り回している｡ かつては, 出題者の中には, 個人的な趣味の範囲での出題しているよう
に見受ける問題もあった｡ 研究者として社会に対して自己の存在を誇示するような問題で
ある｡ よくないことである｡ しかし, よくないといっても受験生は, これに対応してこの
学習を余儀なくされた｡ このようなことがないように, 検定簿記試験を主催する団体およ
びその問題作成者は, 社会に対してまた受験生に対してまったくの公平性をもって対処し
ていくことが求められなければならない｡
全国経理教育協会主催の１級工業簿記を一例に選んで, その出題の傾向を分析し, その
内容を検討してみた｡ 内容としては, 繰り返して出題しているので, 工業簿記全般の一般
的な理解が得られていれば, 十分に合格できる水準での内容で出題されていると判断する｡
第４問の大問に精通し, それ以外の小問をある程度理解できたらこの水準での工業簿記は
修得できる｡ 簿記の流れに逆行する悪い問題も見当たらないので, 素直な簿記教育とその
学習が保証できる内容であるともいえる｡
検定簿記にも時代の変遷の中で変わらなければならない内容が出てくる｡ 後入先出法の
ように消えていく項目, また株主資本等変動計算書のように新たに追加されていく項目な
どの存在である｡ 問題として出題することにより, 社会にも簿記教育者および学習者にも
その存在を認知させることになる｡ この意味で検定簿記は, 簿記教育上, 極めて重要な指
導者としての性格をもっているといわざるをえない｡ 簿記には, 教育および学習の先に検
定試験という資格試験が置かれている｡ 他の分野と異なる点である｡ この仕組みは, かな
り昔から引かれた路線であり, 現在まで長く継承してきた方針である｡ 今後もさらに検定
簿記が安定してその地位を保つには, 教育の現場および実務での簿記の役割を見据えた内
容の検定試験制度を維持することに尽きると判断する｡
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[抄 録]
簿記検定試験への受験者数が減少したから, またコンピュータ会計試験に人々の新たな
関心が示されたからなどという理由で, 簿記検定試験の存在意義を下げてしまってはいけ
ない｡ 簿記は企業における必須の記録システムである｡ この簿記会計記録が会社法, 法人
税法, 金融商品取引法などの法律の下でその役割を十分に果たしている｡ 簿記知識がなけ
れば社会は円滑に動いていかない｡
検定簿記は資格試験であるので, 簿記教育とその学習を指導している｡ 検定試験の作問
者は, いたずらに自己の簿記理論を押し付けるような問題を出題してはならない｡ また,
検定試験の主催団体もこれについては制御する体制を整えていなければならない｡ 検定簿
記としては, 繰り返し出題することにより, その内容を教育者と学習者に広くしかも十分
に認識してもらう必要がある｡ 工業簿記全般についての一般的な理解が得られていれば,
十分に合格できる水準での内容で出題が成り立っているものであることが要望される｡ 簿
記には, 検定試験という資格試験の存在がある｡ 検定簿記が安定した地位を保つためには,
教育の現場と実務での簿記の役割を見据えた内容の検定試験制度を維持することに尽きる
と判断する｡
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